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１．背景と目的

1.1 FDとは

ファカルティ・ディベロップメント（FD:

Faculty Development）は，1998年の大学審

議会による答申『21世紀の大学像と今後の改

革方策について』の中で次のように言及され

ている。「各大学は，個々の教員の教育内容・

方法の改善のため，全学的にあるいは学部・

学科全体で，それぞれの大学等の理念・目標

や教育内容・方法についての組織的な研究・

研修（ファカルティ・ディベロップメント）

の実施に努めるものとする旨を大学設置基準

において明確にすることが必要である」。この

内容は，2005年の中央教育審議会による答申

『我が国の高等教育の将来像』に引き継がれ，

これを受けて2007年に大学設置基準が一部

改正された（「大学設置基準等の一部を改正す

る省令等の施行について（通知）」19文科高第

281号，平成19年７月31日）。2007年度の大

学院に引き続き，2008年４月からは大学にお

いてもFDが義務化されることとなった。た

だし，同通知では，「⑵ 留意事項」の「７ 教

育内容等の改善のための組織的な研修等に関

する事項」において次のように述べられてい

る。「大学設置基準第25条の３の規定による

いわゆるファカルティ・ディベロップメント

（FD）については，これまで努力義務であった

ものを義務化するものであるが，これは大学

の各教員に対し義務付けるものではなく，各

大学が組織的に実施することを義務付けるも

のであること。これを踏まえ，各大学におい

ては，授業の内容及び方法の改善につながる

ような内容の伴った取組を行うことが望まれ

ること」。

以上からわかることは，日本の法制上の

FDのとらえ方は教員の教育技術の向上に重

点が置かれていることである。大学教員の間

でも，FDは一般に，ファカルティ・メンバー

である大学教員が授業の内容や方法の改善を

図るための組織的な取り組みの総称とされて

いるが，これは，上で述べた大学設置基準に
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そった理解であることがわかる。

しかし，FDは，授業技術の向上に限定され

る活動をさすものではない。例えば，『Ency-

clopedia of Educational Research』におい

てMathis（1982）は，FDは「ある特定の組

織に対するさまざまな責務を果たす上でファ

カルティ・メンバー個人としての専門的能力

を維持，開発すること」とし，「専門領域にお

ける学術研究活動や教室での教育活動から個

人の継続的なキャリア・マネジメントまでを

含む」と述べている。

FDの定義・分類についてはさまざまな議

論があるが（議論の詳細は，例えば，関，1990，

1995；有本，2007を参照されたい），その活動

内容の多面性について，Mathis（1982），関

（1995），阿部・西森・小笠原・細川・大滝（2000），

絹川（2007）を参考にすれば，おおむね次の

ように整理できる。

－ 個人の資質開発（PD:Personal/Profes-

sional Development）― 高度な専門性

を有する大学教授職としての資質開発。

大学や教育の理念，目的，制度，組織へ

の理解；管理運営等のマネジメント能力

の開発；研究能力の開発；コンピュータ

技術や学術・教育情報システム利用の知

識の習得，などが含まれる。

－ 教授法開発（ID:Instructional Develop-

ment）― 学生の学習促進や授業改善を

目的とした授業技術（講義法，討論法），

教材，評価方法などの開発，研究。日本

ではこの IDをさしてFDと称すること

が多い。

－ カリキュラム開発（CD: Curricular
 

Development）― 個々の科目の授業計

画と同時に，学部・学科等が運営するカ

リキュラムや教育プログラムの改善，開

発。

－ 組織開発（OD:Organizational Develop-

ment）― 上述の活動を実行するための，

関係する人的組織，制度，施設・設備の

整備，改革。

このようにFDは本来，教育，研究，管理運

営などのアカデミック・ワーク全般の質的向

上をめざすものであり，これらの４つの側面

のいずれが強調されるかによって，さまざま

な概念規定が存在すると考えられる。

本稿では，上の４つの側面を含めてFDを

俯瞰的に理解する立場をとる。

1.2 本稿の目的

松下（2007）は，「FDを通じて大学教員を

啓蒙し教育改善に向かわせるという発想では

なく，教育改善に伴って行われている日常的

なFDを明らかにする」との視点を示してい

るが，この視点は，ともすれば形骸化しがち

な講演会やワークショップなどの非日常的な

FDに対する再考の必要性を提示している。

本学の情報入門教育では，これまでに「FD」

を冠した取り組みを行ってはいないものの，

授業改善に向けた日常的な努力は教員個人や

複数教員の協働によって積み重ねられてき

た。また，高校での情報教育の必修化に対応

するための新しいクラス編成の導入や新カリ

キュラムの検討などが鋭意，行われてきた。

本稿の目的は，本学の情報入門教育におい

てこれまで行われてきた教育改善のための活

動を，松下のいう日常的な「教育改善の中に

埋め込まれたFD（FD embedded in educa-

tional improvement）」としてとらえ直すこ

とである。これまで教員個人によって行われ

てきた授業改善の努力や，クラス編成やカリ

キュラムなどの主に制度上の問題に対して個

別に行われてきた検討や実践を，2007年度の

大学共通科目のカリキュラム改編を契機に開

始した新しい試みを中心に報告する。また，

FDの概念にそって，各実践の相互補完的な

役割に着目しながら活動全体を総括的に検討

する。この検討をとおして，今後取り組むべ
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き課題を抽出する。

２．現状把握と課題整理

本章では，⑴カリキュラム，⑵学生，およ

び，⑶ティーチング・スタッフ（教員とティー

チング・アシスタント），の３つの領域を考え，

それぞれの領域における現状と課題を整理す

る。

2.1 カリキュラム

１年生が主な履修者である大学共通科目・

情報処理科目は，2007年度の共通科目カリ

キュラム改編によって，前期「情報入門」（２

単位）と後期「情報活用 」「情報活用 」（い

ずれか１科目２単位を選択必修）が開講され

ることとなり，また，すべての学科学生に対

して計２科目４単位の修得が卒業要件となっ

た。

大学共通科目・情報処理科目の役割として

は，高度な情報技術や知識を習得するという

よりも，むしろ，その後の大学での学習場面

に適応する上での学習ツールとしてのパソコ

ンの利用を定着させることに実際上の役割が

ある。学習の成果（物）の表現・伝達手段と

して，WWW や電子メール，文書作成，表計

算，プレゼンテーションなどの各アプリケー

ションの利用方法を習得すること，情報モラ

ル・倫理や情報セキュリティに関する基礎知

識を身につけ，情報社会に参画する上での望

ましい態度を養成することがねらいである。

上述した前期開講科目と後期開講科目との

違いは，端的にいえば，前期が初歩的操作教

育，後期が現実に近い問題解決場面への応用

教育である。高校において学習指導要領の改

訂により2003年度から普通教科「情報」が必

修化されたことを受け，大学においてもカリ

キュラムの検討を始め，学生のパソコン経験

の変化に対応すべく，前期，後期それぞれの

科目趣旨を明確化した。

技能習得の側面がとりわけ強い情報処理科

目の場合，高校と大学の授業内容の接続は重

要であり，学習の効率の観点からは授業内容

の重複を避けるに越したことはない。しかし，

高校と大学の教育内容の明確な線引きと役割

分化は実際には難しい。この理由の１つとし

ては，高校での教科「情報」における科目選

択制があげられる。教科「情報」には「情報

Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」の３科目があり，い

ずれの科目を履修するかは各学校の選択に任

されている。さらに，同一の科目でも高校（教

師）によって授業内容が異なる場合も多い。

このような状況は学生のパソコン経験の多

様化・個人差となって表出すると考えられる

が，その詳細については次の2.2で述べる。

2.2 学生

教員が直面する学生側の最大の問題は，個

人差であるといっても過言ではない。学生の

個人差の要因は，大まかには，⑴パソコン経

験の多様化，⑵授業内容に対するニーズの多

様化，および，⑶学習意欲やスタディ・スキ

ルズの個人間格差，に大別することができる。

パソコン経験の多様化の背景には，社会の

情報化の進展によって家庭へのパソコンおよ

びインターネットの普及が加速し，パソコン

の利用用途が多様化したことがあげられる。

また，すでに述べたように，高校における教

科「情報」の導入，とりわけ，３つの科目「情

報Ａ」「情報Ｂ」「情報Ｃ」の選択履修による

既習内容の多様化も背景にあると考えられ

る。

このような利用機会の増加は，パソコンが

原理的にソフトウェアに依拠した多目的ツー

ルである事実ともあいまって，必然的に授業

内容に対するニーズの多様化に結びつく。学

生のニーズの多様化は，共通科目カリキュラ

ム検討委員会が2002年７月に学生に対して

実施した「共通科目に関するアンケート」の

結果にも表れている。
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その他，情報処理科目に特有の問題ではな

いものの，全学必修であることによりとりわ

け表面化しやすい問題が，学習意欲やスタ

ディ・スキルズの個人間格差である。情報処

理科目はパソコンの操作を主体とした実習形

式の授業であるため，講義形式の授業と比べ

て作業課題が多い。学習意欲，スタディ・ス

キルズ，パソコンの熟達度といった複合要因

が作業の集中度，遂行時間，課題の内容の出

来に影響を及ぼし，教員が授業の進行を大き

く変えなければならない場合も多い。

以上のように，教員は，情報処理科目特有

の問題，ならびに，その授業環境下で表面化

しやすい問題に取り組むことが求められる。

2.3 ティーチング・スタッフ

情報処理科目は全１年生が履修者であるた

め，同一科目を多くのクラスに分割し，複数

の教員で担当しなければならない。各クラス

には，主に学生のパソコン操作をサポートす

ることを目的としたティーチング・アシスタ

ント（TA）が配置される。情報処理科目は，

教員とTAを合わせると36名（2008年４月

末現在）のティーチング・スタッフで運営さ

れており，単一の科目に関わる人員としては

かなりの大規模な組織であるといえる。

2008年度の情報処理科目担当教員は12名

であり，内訳は，学内専任教員が５名，非常

勤教員が７名である。担当クラス数で見た場

合，非常勤教員のクラス担当比率は約56％で

ある。このことから，FDの実質化のために

は，専任教員のみならず，非常勤教員，さら

にはTAを含めた全体的な取り組みの視点

を欠かすことができない。

その他，情報処理科目の非常勤教員の特徴

として，年齢が比較的若いことがあげられる。

一般に，授業の経験年数が短い場合，特に授

業における学生の行状への対応について悩み

や不安を感じる教員がいると考えられること

から，授業の様子について日常的に教員間で

情報交換できる工夫が求められる。

３．FDプロセスの構築

3.1 要件

以上の現状把握および課題整理を踏まえ

て，新カリキュラム実施の初年度である2007

年度に当面構築，整備すべきFDプロセスに

ついて，次のような要件を設定した。

［FDの原則］

－ FDは，教員個人の自助努力を前提とす

る。

－ その上で，科目担当教員コミュニティに

おける組織的な取り組みとしてのFD

を，個人では解決しにくい，あるいは複

数教員の協働による方がよりよい解決が

期待される問題についての互恵的活動と

して位置づける。

［配慮すべき点］

－ 活動自体が特定の教員にとって過度な負

担とならないように配慮する。

－ 活動の自己目的化，形骸化を避け，教員

個人に対して，例えば，授業技術の向上

などに関する何らかの具体的，かつ，直

接的なメリットがもたらされるように配

慮する。

－ 全員にとって持続可能な取り組みとなる

ように配慮する。

［実際的・具体的要件］

－ 新カリキュラム実施の初年度であること

から，特に，情報処理科目としてのカリ

キュラム・ポリシーや科目趣旨の共通理

解を促す。

－ 授業計画や授業方法にとって有益なアド

バイスを教員間で適時的に情報交換でき

るようにする。

－ 教材作成などの授業準備の効率化を図
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る。

－ 特に授業経験年数が短い非常勤教員がク

ラス運営や学生対応に関する悩みを１人

で抱え込むのを回避する。

－ その他，授業に関する問題全般の共有化

を図る。

3.2 各実践の概要

以下では，2007年度の新カリキュラム実施

以前の準備段階も含めて現在に至るFDに向

けた各実践の概要を報告する。

⑴ 独自仕様の教科書の作成

本学の共通科目において１年生を対象に情

報処理科目が導入されたのは1996年度であ

る。2000年度から，教員個人が作成した教材

をベースに，実際のカリキュラムおよび授業

内容にマッチした教科書づくりが進められ

た。その結果，情報処理科目における本学独

自の教科書が初めて完成した（後藤・羽根，

2002；後藤・増地・岡田，2002a，2002b）。

2007年度のカリキュラム改編以降は，新し

い授業内容および情報環境にあわせて，教材

開発会社が提供する標準教科書を選定し，そ

れを本学独自の仕様にカスタマイズしてい

る。情報処理科目の教科書は，OSやアプリ

ケーションソフトのバージョンなど，情報環

境の変化に対応して内容の細かい部分に絶え

ず修正を施す必要がある。業者の標準教科書

をベースにすることでこの手間を省きつつ，

一定のカスタマイズの自由度を確保してい

る。メールシステムやネットワークドライブ

などの本学特有の情報環境については，情報

システム事務室の協力のもとで『総合情報セ

ンター利用の手引』の一部を原稿として業者

に送付し，この内容を盛り込んだカスタマイ

ズ教科書を作成している。

教科書の有用性については，後述する教員

向けのアンケートにより意見や修正の要望を

収集し，検討の上で次年度の教科書作成に反

映させることで確保している。

⑵ プレースメントテストの導入

高校において普通教科「情報」を必修で履

修した学生が2006年度から入学しているが，

2.2で述べたような学生のパソコン経験の個

人差に対応することを目的に，2003年度か

ら，それまでの学籍番号順のクラス編成に代

えて，パソコン経験に配慮したクラス編成の

実施可能性を検討してきた。学内の情報関連

科目の担当教員からなる検討会での活動を経

て，本学独自のプレースメントテストを新規

に開発した。３年間にわたる調査で基礎的な

データを収集したあと，2006年度入学生から

実際に同テストを利用したクラス編成を導入

している。詳しくは，中嶋・古谷（2004），中

嶋（2004），中嶋（2006）を参照されたい。

⑶ カリキュラムの見直し

共通科目カリキュラム検討委員会は，2002

年７月に学生に対して実施した「共通科目に

関するアンケート」の結果について，同年11

月の答申で「情報科目への充実・整備などを

望む声が多い」と指摘している。当時のカリ

キュラムでは一部の学部において情報処理科

目が前期２単位のみの必修であったこと，ま

た，多様化しつつある学生のニーズや興味が

アンケートの結果に表れたと考えられた。こ

のアンケート結果や，高校での普通教科「情

報」の必修化などを考慮した上で，情報処理

科目のカリキュラム改編が行われた。

改編の内容は，具体的には，情報処理科目

の履修単位数の全学統一化，ならびに，前期

開講科目と後期開講科目の科目趣旨の種別

化・明確化であり，すでに2.1で述べたため

詳細は省略するが，これらに加えて，新たに

２つの自由選択科目「ハードウェア基礎」「ソ

フトウェア基礎」を導入した。これらは，学

生のニーズや興味の多様化に可能な限り対応

するために設置したものである。これらの２
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科目は，１年次の必修分４単位の修得を条件

に，２年次以上の学生を履修対象者とする。

⑷ 講義要項の作成

講義要項（シラバス）については，共通科

目部門の情報担当教員が原案を作成し，それ

を次年度の科目担当予定の全教員に対して

メールで送付している。授業内容についての

質問や，シラバスの文面についての意見や要

望があれば，それらを共通科目部門の情報担

当教員が検討し，必要な修正を施した上で，

完成版を大学側に提出している。

講義要項は，その作成プロセスにおいて授

業計画が伴うため，学生だけではなく教員に

とっても授業実施上の重要な資料となる。し

かし，講義要項は伝統的に学生へ向けた授業

予告の意味合いが強いこと，また，情報処理

科目は多クラス開講であるため，教員によっ

て授業展開の詳細が異なること，などの理由

により，教員をサポートする観点からは，よ

り具体的，実際的な資料の提供が必要と考え

られた。そこで，教員に対して，講義要項に

即したコースデザインの具体例を示すため

に，後述する「授業のてびき」を作成し，配

付している。

⑸ 担当者オリエンテーションの実施

担当者オリエンテーションは，教員向けの

オリエンテーションとTA向けのオリエン

テーションの２つを実施している。

教員向けのオリエンテーションでは，新年

度の第１回目の授業を直前に控え，さしあた

り必要な事務連絡や新しくなった情報環境の

周知のほか，授業改善のヒントとなるような

前年度の授業の実践事例紹介を行っている。

オリエンテーションは，特に新年度から新た

に非常勤として勤務する教員にとっての研修

の意味合いも含まれている。2008年度の教員

向けオリエンテーションの実施内容は，カリ

キュラムと科目趣旨の説明，前年度の授業実

践事例紹介（授業の方法，使用した教材，情

報システムの利用法などを含む），本学の情報

環境や使用する情報システムについての説明

とデモ，などであった。

TA向けのオリエンテーションは，教育・研

究支援課の情報システム事務室が中心とな

り，それに共通科目部門の情報担当教員が加

わる形で実施している。TAの募集や採用に

関する業務は同事務室が行っており，オリエ

ンテーションの内容も勤務時間帯の希望集約

と割り当てなどの，TA任用にあたっての事

務手続きに関する事項が中心であるが，加え

て，科目趣旨や授業内容についても説明し，

カリキュラムに対する大まかな理解の促進に

努めている。また，前年度に行ったTA向け

アンケート（後述）に寄せられた回答の中か

ら，特に留意すべき授業中の学生対応の仕方

についてもガイダンスを行っている。

⑹ 「授業のてびき」の作成

2007年度のカリキュラム改編に伴い授業

内容が新しくなったことを受けて，本学の情

報入門教育のねらいや各科目の趣旨に関する

担当教員間の共通理解の促進を主な目的とし

て，「授業のてびき」を作成した。同てびきの

内容の詳細については中嶋・金子（2008）に

譲るが，大まかには，情報処理科目のカリキュ

ラム・ポリシー，シラバス，コースデザイン

の例，学習項目一覧（いわゆる〝ミニマム・

スタンダード"），教務事務関連のインフォ

メーション，などから構成されている。てび

きは毎年見直され，上述した教員向けのオリ

エンテーションの際に配付されている。

⑺ 授業見学の実施

他の教員の授業を見学することは，自身の

授業計画や授業方法を批判的に再吟味する上

で有益であると考えられることから，授業見

学を実施している。見学を希望する教員は見

学希望先のクラスの担当教員に意志を伝え，
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授業日と授業内容（予定）を互いに相談した

上で見学を行う。他クラスの授業に見学に入

るかどうかは教員の選択に任されており，見

学日や見学の回数なども教員間で自由に相談

し，決められる。他の教員から見学先として

希望を受けた場合にはできる限り見学を受け

入れてもらえるように，授業見学の実施につ

いて全担当教員に理解と協力をお願いしてい

る。時間が空いているときや思いついたとき

に気軽に授業見学を行えるような雰囲気づく

りをめざしている。

授業見学は全担当教員を対象としている

が，特に，授業の経験年数が短く，かつ，本

学の情報処理科目を初めて担当する非常勤教

員にとっては有益であると考えられる。実際

に2006年度末から2007年度にかけて数件の

授業見学が行われた。各学期の終わりに実施

している教員向けアンケート（後述）におい

ても，授業見学の趣旨に賛同する声が寄せら

れている。

⑻ メーリングリストの導入

非常勤教員のそれぞれに出講時間帯があ

り，全教員が集まることが時間的に難しい事

情を克服する工夫の１つとして，科目担当教

員をメンバーとするメーリングリストを作成

し，積極的に活用している。投稿内容として

は，例えば，各クラスの進捗や授業計画につ

いての情報交換，授業技術に関するサポート，

学生対応についての悩み事，事務事絡，など

が含まれる。学期末の教員向けアンケート（後

述）によれば，多くの教員がメーリングリス

トの有用性を認めている。

なお，メーリングリストの有用性は認めつ

つも，例えば，学生対応など慎重な対応が求

められる相談については，共通科目部門の情

報担当教員が相談を寄せた教員に直接接触す

るように心がけている。

⑼ 各教員による教材の開発とその共有

授業を準備する上で教員が実際に多くの時

間を取られるのが，教材の作成である。情報

処理科目のような技能習得の要素が強い科目

の場合，学生の個人差への対応や，マシント

ラブルなどの予期しない事態が生じる可能性

への準備に手間がかかる。また，ソフトのバー

ジョンといった情報環境への考慮も必要であ

る。現在の環境にあわせた教材を作成しても，

ソフトのバージョンが変われば使用できなく

なることもあり，技術の進展の影響を受けて

教材のライフスパンが短い。

このような問題に対して，作成した教材を

各教員が供出し，相互に自由に使用できるよ

うな工夫を行っている。教材を供出するかど

うかは教員の判断に委ねられているが，多く

の教員がその趣旨に賛同している。他の教員

が作成した教材を実際に使用するかどうかに

かかわらず，教材の相互閲覧には教材研究と

しての意義があり，授業改善の直接的な効果

も期待できる。

⑽ 各教員による自己評価（第一者評価）の

実施

授業全般について問題の共有化を図り，授

業改善につなげることを目的に，各学期の授

業期間終了後に，教員とTAのそれぞれに向

けてアンケートを実施している。各アンケー

トの概要をそれぞれ付録１および付録２に掲

載する。これらのアンケートは，授業に対す

るリフレクションとしての意味を持つという

点において，教員とTAを含めた全ティーチ

ング・スタッフによる授業全般の問題につい

ての自己評価（第一者評価）といえる。

教員向けアンケートの結果は全教員に

フィードバックされる一方，TA向けアン

ケートの結果は匿名化された上で，教員およ

びTAの全員にフィードバックされる。ま

た，両アンケート結果は共通科目部門会議に

資料として提出され，指摘を受けた事項は必
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要に応じて審議の対象となる。一方，情報環

境整備への要望や指摘など総合情報センター

の業務に関わる内容については，教育・研究

支援課の情報システム事務室に向けて検討依

頼とともに伝達される。

その他：TA業務日誌

情報処理科目は教員とTAとのチーム・

ティーチングであり，円滑な授業の進行をめ

ざす上で両者の連携は重要である。教員は自

身のパソコン操作や授業全体の進行など，複

数のタスクを同時に行うために，学生個々の

様子を把握するには限界がある。TAは，学生

のパソコン操作のサポートにとどまらず，教

員からは見えにくい学生の様子を教員に知ら

せることが可能な存在である。TAからの報

告は，教員とTAの双方がその回の授業を振

り返り，今後工夫かつ留意すべき点を見いだ

すための貴重な情報源となる。

１つの試みとして，第１著者が担当するク

ラスでは「TA業務日誌」を考案し，自身の担

当TAに対してその提出を要請している。こ

の日誌は実際にはExcelワークシートであ

り，１枚のシートを１回の授業に対応させて

記入する。TAは授業終了後，一両日中に業務

日誌を教員にメール添付で提出する。通常，

授業開始前あるいは授業終了後にTAと打

ち合わせをするが，個別の学生への連絡や質

問対応によって打ち合わせの時間が取れない

ことも少なくない。TA業務日誌は，このよう

な状況を補う手段となっている。

４．全体的総括と今後の課題

本章では，これまで報告した個々の実践に

ついてFDとしての意義を検討し，今後の課

題を抽出する。

4.1 FDとしての位置づけ

本稿の冒頭でFDの４つの側面（PD，ID，

CD，およびOD）に触れたが，これまで報告

した本学情報入門教育における教育改善のた

めの各実践を，その内容の実態に即して整理，

分類したものを図１に示す。以下，それぞれ

について詳述する。

⑴ カリキュラムの策定，開発

教育課程としてのカリキュラムを運営する

共通科目部門が大学の制度上規定する科目群

構成，科目（講義要項），履修単位数，履修方

法について，その開発，策定を行う。本稿で

報告した2007年度のカリキュラム改編に伴

う新しい情報処理科目の設置，履修単位数の

全学統一化，科目趣旨と講義要項の策定など

が該当する。これらは，本稿冒頭で述べたFD

の４つの側面の中のCD（Curricular Devel-

opment）の中核的活動といえる。

⑵ カリキュラムの理解

カリキュラム・ポリシーおよび科目趣旨に

対する教員の理解の促進を図る。特に情報処

理科目のような多クラス展開の場合，教員間

での共通理解が科目全体の達成度を左右する

こと，また，学外の非常勤教員のクラス比率

が高く，異動に伴う非常勤教員の交替に対応

する必要性などから，カリキュラムの理解に

向けた活動は重要である。本稿で報告した年

度開始時のオリエンテーションの実施や「授

業のてびき」の作成，配付が該当する。これ

らの活動は，担当教員コミュニティの組織化

を図る意味でOD（Organizational Develop-

ment）であると同時に，例えば，教員個人に

求められる大学の制度（カリキュラム）への

理解の問題としてとらえれば，PD（Personal/

Professional Development）の側面を持つと

考えられる。

⑶ 教授法の開発

学生の学習の促進や向上，授業の改善を目

的として効果的な方法を開発する。本稿で報
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告したプレースメントテストの考案，本学仕

様のカスタマイズ教科書の作成，各教員によ

る教材の開発などが該当する。また，各教員

がカリキュラムにそって授業実体としての

コースを展開する上で開発もしくは導入する

講義法，討論法，評価法，情報システムの利

用法も含まれる。これらはすべて，本稿の冒

頭で述べたFDの分類中の ID（Instructional
 

Development）といえる。

⑷ 組織的な問題解決

情報共有ならびに活発な意見交換を通じて

教員どうしが信頼感を形成し，日々の授業で

直面する教授法，学生対応，教務事務などの

さまざまな問題について組織的な問題解決を

図る。本稿で報告したメーリングリストの活

用，授業見学の実施，教材の共有などが該当

する。アンケート形式で行った教員による自

己評価（第一者評価）もまた，評価結果の共

有により組織的な問題解決力の向上に寄与す

る。記録（documentation）―交流（exchange）

―相互評価（peer review）を企図したこれら

の活動は，担当教員コミュニティという小規

模の組織レベルではあるが，ODとして位置

づけることができる。

4.2 活動の主体／内容間の連携

本稿の冒頭で触れたように，大学設置基準

におけるFDの義務化は大学を対象とするも

のであり，各教員に義務づけるものではない

とされている。しかしながら，大学全体，学

部，学科・部門，あるいは，本稿のような科

目の担当教員コミュニティなど，どのような

組織レベルでの取り組みであっても，教員個

人の関与なしにFDは成立し得ない。した

がって，現実的には，大学に対するFDの義務

化は同時に教員個人に対する要請として理解

されるべきであろう。ただし，FDの活動主体

は教員個人のレベルにとどまるべきではな

く，教員個人レベルから組織レベルにわたる

連携が必要である。その際には，それぞれの

レベルにおいて意義が見いだされるFDを形

図1 本学情報入門教育における FD活動の全体図
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づくることが重要であり，また，活動が自己

目的化，形骸化することのないように注意す

る必要がある。

本稿は，教員個人から同一科目の担当教員

コミュニティ，さらに，カリキュラム運営主

体である部門までを含む，日常的なFDのあ

り方の具体例を示すものである。同一科目多

クラス展開という条件のもとで，問題の共有

化が図りやすく，かつ，全学必修である科目

全体の達成度に事実上影響力のある担当教員

コミュニティという組織レベルを中心にし

て，担当教員コミュニティと教員個人，また，

同コミュニティと部門との活動の連携を見据

えたFDをめざしている。

最も重要な鍵は，担当教員コミュニティの

組織レベルにおける日常的な意見交換と問題

の共有であり（有田，2002），この基盤の上に

FD全体が実効性を持つといっても過言では

ない。特に，非常勤教員の協力は欠くことが

できない。従来のFD論では，学内の専任教員

のみを対象とする考え方が主流と思われる

が，非常勤教員なしには教育が成立しない大

学の現状を考えれば，専任教員と非常勤教員

とがいかにしてコミュニティを形成するかは

重要である。本稿は，学外の非常勤教員が多

い情報処理科目の実態を考慮し，同教員に対

して「作業の負担ゼロ，メリットもゼロ」の

FDではなく，むしろ，持続可能と思われる範

囲において活動への一定程度の関与を要請

し，その結果として，教員個人レベルにおい

てもメリットが享受されるFDをめざすもの

である。非常勤教員と学内専任教員をあわせ

て，各教員の互恵的な参与によってコミュニ

ティ全体が実践的な知識を集積し，その成果

がさらに多くの教員をコミュニティへと誘う

好循環を作ることが重要である。

以上の活動の主体のみならず，活動の内容

に関しても，本稿で報告した実践は，それぞ

れが単独，個別的に行われるだけではFDと

して必ずしも十全に機能しない。例えば，あ

る教員によって開発され，共有化された教材

が他のクラスで有効に利用されるためには，

授業内容に一定の共通性があることが前提と

なる。本実践においては，パソコン操作に関

するミニマム・スタンダードの策定，講義要

項（シラバス）を具体化したコースデザイン

の事例提示，そして，これらに対する教員の

共通理解の促進をめざしたオリエンテーショ

ンの実施と「授業のてびき」の考案，などが

該当する。これらの複数の取り組みが相互補

完的に機能し，FDとしての実効性を保証し

ていると考えられる。

4.3 日常的 FDプロセスのマネジメント

教室での教授・学習活動を教育の中核的な

活動とする限りにおいて，これらの活動と

FDは，時間的なサイクルに関して相関する。

すなわち，日常的な「教育改善の中に埋め込

まれたFD（FD embedded in educational
 

improvement）」とは，教室での教授・学習活

動と時間的に同期したFDといえる。した

がって，授業日，週，学期，年度という時間

スパンを意識し，教授・学習活動の内容の実

態にあわせながら，「適時的な問題の解決」を

原則とするFDのマネジメントが重要とな

る。例えば，各教員による教材の開発とその

共有は，主として授業日や週という時間スパ

ンでの問題解決の側面が強い。ある教員から

供出された教材はさらに改良が加えられ，数

日後あるいは数週間後に他の教員によって授

業で実際に利用される。利用された結果は，

例えばメーリングリストを通じて伝達・共有

される。一方，カリキュラムの策定や開発，

および，カリキュラムの理解は，学期，年度，

あるいは，長ければ教員としての採用・委嘱

の全期間にわたるロングレンジの取り組み課

題である。教員は，複数の学期や年度にわたっ

てコースデザインの経験を積み重ねながら，

それとの関わりにおいて科目趣旨を理解する

とともに，カリキュラム全体における科目の
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役割をとらえ直す。以上のように問題の特性

に応じて，メーリングリストによる日々の情

報交換，学期末の教員による自己評価，およ

び，年度単位のオリエンテーション，といっ

た日常的な活動を適時的に取り入れること

は，FDプロセスを維持する上で重要である。

本稿は，日常的な「教育改善の中に埋め込

まれたFD（FD embedded in educational
 

improvement）」を機能させることが結果と

してFDに実体を持たせるとの基本的な立場

に立つ。ただし，日常的な教育改善活動がFD

として有効に機能するためには，言い換えれ

ば，埋め込まれたFDが埋め込まれたままに

ならないためには，活動が教員個人レベルに

とどまらずに，それが組織的なレベルへと多

層的，重層的に展開されるようなFD全体の

マネジメントが重要となる。個人レベルから

組織レベルまでを俯瞰できるという条件，具

体的には，カリキュラム等の制度上の整備・

構築に関与できる，非常勤教員の委嘱やTA

の任用に関与できる，実際に授業を担当して

いる，などの条件を考えれば，事実上，共通

科目部門の情報担当教員がFDのマネジメン

トの役割を担うことが自然であろう。FDセ

ンターのような全学的なFDの推進・サポー

ト組織を持たない本学の現状では，常設の会

議や組織をコアにしたFDの組織化が方法と

して最も単純である。

しかし，いくつかの問題点もある。本稿で

述べたような担当教員コミュニティでの実践

を中心に据えたFDのマネジメントについ

て，想定される阻害要因をあげるとすれば，

マネジメントの成否が教員個人に負う部分が

大きいことである。例えば，業務としての位

置づけの曖昧さ，業務量や時間的な負担，関

係組織間の情報伝達や調整の煩雑さ，などは

当該の教員にとって切実な問題であり，マネ

ジメントの成否に大きな影響を及ぼす。１人

あるいは数人が科目の一担当者の立場を超え

て，担当教員コミュニティにおいてコーディ

ネーターやファシリテーターの役割を果た

し，同時に，それ以外の一般的な学内業務を

担うことにはおのずと限界がある。担当教員

コミュニティのレベルにおける自発的，自律

的な活動が一過性ではなく持続するために

は，その活動が日常的であるがゆえに日常的

なサポート体制が求められる。

4.4 今後の課題

⑴ 全学における FDの位置づけ：何のため

の FDか

現在，多くの大学で学生による授業評価ア

ンケートが行われており，授業評価アンケー

トは「FDの代名詞」ともいわれる。しかし，

アンケート実施の目的がFDとの関連におい

て必ずしも明確ではない場合も多い。本学で

は1992年度より，学生による授業評価アン

ケートが行われているが，アンケート結果に

ついては教員が個人的に参考にするにとど

まっており，現時点で授業評価アンケートの

実施が全学的なFDと関連を持っていないの

が実情である。これは，授業評価アンケート

自体の問題というよりは，そもそも大学にお

けるFDの位置づけが曖昧であること，言い

換えれば，FDと大学としての自己評価（研究

評価や教育評価など）との関連が曖昧である

ことに起因する問題と考えられる。大学とし

てのFDの位置づけが明確ではない状況で

は，各教員がFDの意義を充分に理解できず，

自律的な活動としてのFDが教員個人，ある

いはさまざまな組織レベルにおいてボトム

アップ的に行われる可能性は低い。本稿のよ

うな同一科目の担当教員コミュニティに限ら

ず，既存の組織とは無関係の，領域や問題を

共有する複数の有志教員や，カリキュラム運

営主体である学科・部門といったさまざまな

組織レベルによって生まれ，行われる日常的

なFD（の芽）を持続させるような組織機序

を，大学全体として作り上げることが求めら

れている。
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⑵ 異なる科目の担当教員による外部評価

各学期の終了時に実施しているアンケート

は，情報処理科目の担当教員（ならびにTA）

による第一者評価としての意味を持つ。今後

は，情報処理科目の担当者ではない教員，つ

まり，第三者による評価実施の可能性を検討

することも必要であろう。評価者としては，

本科目の経験者，その他の情報関連科目の担

当者，あるいは，異なる分野の科目担当者，

などが考えられる。

いずれの教員に評価の協力を要請すべきか

は，本来，評価の目的による。例えば，学科

専門科目との授業内容の関連を検討するため

には，学科における情報関連科目の担当者が

評価者として適任である。大学共通科目にお

ける情報処理科目の役割や，他科目との授業

内容の関連を検討する場合には，全く異なる

分野の科目担当者からの評価の視点がむしろ

有益である。他大学の教員と連携して第三者

評価を行うという方法もあり得る。

ただし，第三者評価は，その実効性をあげ

ようとすれば，評価者が評価対象の授業を参

観する，また，授業時間外を含めた担当教員

の教育活動を把握するなど，授業プロセスに

対する評価者の継続的な参与が必要となり，

多大な作業負担を評価者に強いることにな

る。このような問題を考えれば，授業内容に

ついて一定程度事情を知る学内の当該科目の

経験者に評価の協力を要請するのが現実的で

あるように思われる。日常的なFDをいかに

継続するかという本稿の立場からは，評価者

の負担を回避する方法が第三者評価導入の鍵

となるであろう。

⑶ TAを含めた FD

本稿ですでに述べたように，本学では2007

年度の共通科目のカリキュラム改編以降，情

報処理科目の授業内容が新しくなったが，こ

れに伴ってTAの役割を検討し直す必要性

が生じている。具体的には，これまでの初歩

的操作教育では学生のパソコン操作に対する

補助業務がTAの役割の中心であったが，

2007年度からは後期開講科目において，調査

の企画立案，調査用紙の作成，調査の実施，

データの集計と分析，調査報告書の作成，プ

レゼンテーション，といった一連の作業を経

験する授業が行われている。クラスによって

はグループワークが取り入れられており，学

生間のインタラクションによる学習促進の事

例も報告されている（金子・登り口，2007）。

このような，いわば〝Researcher-Like Activ-

ity"（市川，1995，1998）を取り入れた授業で

は，TAは，パソコン操作についてのサポート

よりも，作業のプランニングや各作業におけ

る成果物の内容・質に関するアドバイスが求

められる。実際，このことは，TA向けに実施

したアンケートにおいても一部のTAによ

り指摘されている。

TAが大学院において研究者としての教育

を受けている事実を考えれば，上で述べた授

業は，これまでよりもTAの能力を発揮する

場ともいえる。今後，新しい授業内容にそっ

たTAの役割や適性，ならびに，TA向けオリ

エンテーションのあり方を検討する必要があ

る。
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付録1 2007年度後期に実施した教員向けアンケートの概要
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付録2 2007年度後期に実施した TA向けアンケートの概要
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［Abstract］

FD Embedded in Daily Educational Improvement:

An Overall Evaluation of Faculty
 

Development Activities in Computer Literacy Classes

 

Teruaki NAKAJIMA
 

Daisuke KANEKO

 

In this paper,educational improvement activities which have been conducted so far in the
 

computer literacy classes at Hokusei Gakuen University are overviewed and evaluated from
 

the viewpoints of FD concepts such as instructional development(ID),curricular development

(CD),and organizational development(OD). The activities contain(1)the new curriculum of
 

the General Education Program which started in 2007;(2)a newly devised placement test;(3)

a teachers’guidebook to manage the computer literacy class; (4) a customized student
 

textbook; (5) developing and sharing the instructional materials for classroom use; (6)

classroom visits by teachers;and (7)teachers’self-evaluation and sharing of results. This
 

paper argues that these activities can be considered as faculty development in the teachers’

community of practice and also provides a comprehensive overview of the entire FD activ-

ities. The importance of focusing on the daily activities for educational improvement and
 

organizing them as FD processes is discussed with regard to the sustainability of FD.

Key words:Faculty Development,Computer Literacy Education,Educational Improvement
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